











































































2012年末までに 371条例が制定済み(都道府県 24条例，政令市8条例，特別区 0
















































































































多く (49)，神奈川はそれに次ぐレベルである (18。埼玉県が 19)。神奈川県の
31 



























(1) 計図策定審議会等に地域住民組織の代表者が参加 55.3 
(2) 計画策定審議会等に市民活動組織の代表者が参加 27.5 
(3) 計画策定審議会等に公募による市民の希望者が参加 37.7 
(4) 計画策定審議会等に行政モニターが参加 4.2 
(5) 計画策定審議会等に各種団体の代表者が参加 76.7 
(6) 参加意怠のある市民が全て参加 12.6 
(7) 市長・区長への窓見募集 39.6 
(8) 日頃の苦情や行政相談内容の考慮 20.5 
(9) 市民窓識調査の実施 73.4 
(10) 計隠]素案の市民への公表・パブリック・コメントの笑施* 23.7 
(ll) 市民と行政担当者等によるワークショップの災施 17.0 
(12) 特に行っていない 3.8 
(13) その他 8.2 







全体 1989年 1990年 1995年
2000年
2001年
以前 ~94年 ~99年 以降
計画策定審議会等に市民活
30.2 5.6 23.5 27.8 33.3 36.7 動組織の代表者が参加
言j-夜!策定審議会等に公募に

























(1) 計画策定審議会等に自治会・町内会などの地域住民組織の代表者が参加 63.4 
(3) 計極策定審議会等に公募による市民の希望者が参加 63.3 
(4) 計爾策定答議会等に行政モニター が参加 3.2 
(5) 計爾策定審議会等に婦人会・商工会などの各議団体の代表者が参加 81.2 
(7) 市長への手紙・ハガキ等による意見募集 18.4 
(8) 日頃の苦情や行政格談内容の考慮 13.8 
(9) 市民意識調査の実施 80.2 
(10-1) 計図素案の市民への公表 56.0 
(10-2) 計画策案についてパブリック・コメントを実施 60.9 
(13) そのイ也 29.5 






















































参加は難しいことから， 100人となっている。 2003年 10月から委員営募集


















1100人会議」では， 2003年 12月から 2004年 3月まで当該分野に関する
課題の抽出・整理， 2004年 4月から 6月まで主要課題の選定と対応方策の






それぞれ， 27困， 20囲， 47回， 36回， 56田，羽田，二つのワーキングがそ
れぞれ， 10回， 8由行われている。提言書提出の後， 2005年5月に lカ月
間，素案に対するパブリック・コメントも行われている。また，市の総合計
















































































作為抽出し， 110人から参加の承諾そ得て実施され， 1日目 98人， 2日目 94























開抽選によって， 120人をメンパーとしてスタートし， 2011年 10月30日か
















は支払うべきだ。」も 18人 (21%)にすぎず， 1ボランティア活動としての自













表5 公募参加者の年代・性別内訳 が各釈での公募チラシ配布などの PR活
20代 14人 ヲ7% 努 3人女 11人
30代 10人 6.9% 
男 6人
女 4人
40代 22人 15.3% 男 10人女 12人
50代 15人 10.4% 男 8人女 7人
60代 58人 40.3% 男46人
女 12人
70代 24人 16.7% 男 22人
女 2人
80代 1)、 0.7% 男 l人女 0人
























































































































































































































1) 室井力繍『住民参加のシステム改革j (日本評論社， 2003年)，豊島明子「住民参
加制度の展開と法的課題」南山法学 32巻 3・4合併号 (2009年) 293 頁~315 頁参
日召。
2) パブリツク・コメントに関する指摘として，豊島明予「パブリツク・コメントの意
義と課題j室井編・前掲注 1)189 頁~190 頁参照。
3) 榊原秀吉1 i議会外の行政統制J公法研究 72号 (2010年) 192 夏~193 ]'f。
4) 篠原一繍『討議デモクラシーの挑戦 ミニ・パブリックスが拓く新しい政治』
(岩波書感， 2012年)参照。榊原秀司iIi討議民主主義と参加制度j神長勲・紙野健
二・市橋克哉編『公共性の法構造j(効率書房， 2004年) 71 頁~96 頁も参照。後の
議論との関係で，市民結審，計画細胞会議，市民討議会lこ浪定して，参考文献を紹
介しておく。市民陪審に関しては，榊原秀訪iIi市民結審一一証言者からのヒアリン
グと討議J 篠原編・前掲書 81 頁~98 頁，榊原秀吉iI i [資料〕市民陪審J関催におけ
る諸側面の具体例についてJ南山法学 35巻 2号 (2012年) 137 頁~153 頁，計画総
49 
胞会議に関しては，篠藤明徳「計画細胞会議一一メンパーを入れ替えながらの少人












議空間と民主主義.1(早川i醤房， 20日年)，坂野達郎「討議型世論調査 (DP) 民
意の変容を世論調査で確かめるj篠原編・前掲注4)3 頁~31 頁，坂野達郎「討議裂
世論調査手法 WeliberativePolUの実験J猪原健弘編著『合意形成学.1(勤草書房，
2011年) 141 頁~159 支，関根泰教 rw討論裂殴論調査』の可能性J W二一世紀ノtラ
夕、イムシフ i、.1(冬受書房， 2007年) 123 頁~141 頁等参照。また，原発にかかわる
討議型(討論型)世論調査に関しては，柳瀬昇「公共政策の形成への民主的討議の
場の笑装一一エネノレギー・環境の選択肢に関する討論型世論調査の実施の概況j駒







テイオン 77号 (2012年) 198 頁~202 頁)。
6) 榊原・前掲注3)193頁参照。また，イギリスの地域戦略ノtー トナーシップに関し
ては，大田直史「イギリス地方戦略協働組織と地方協定j 岡村局ー・人見附l編著
『世界の公私協働一一制度と理論.1(臼本評論社， 2012年) 3 頁~17 頁参照。
7) 談会基本条例については，一般的に，神原勝「議会基本条例の意義と展開j同






題j 遠藤宏一・亀井孝文編著『現代自治体改革論~ (勃草書房， 2012年) 30 頁~34
頁も参照。
8) 居者瀬克哉・自治体議会改革アォーラム編『議会改革白書 2013 年版~ (生活社，




10) 本秀紀『政治的公共圏の憲法理論~ (日本評論社， 2012年)。この点については，
篠原一『市民の政治学一一討議デモクラシー~ (岩波議底， 2004年) 155 貰~157
















7) 145 頁~167 頁等参照。
15) 今井R官庁総合計画』の意義と陥努Jカ、パナンス 108号 (2010年)19頁。
16) 江藤俊昭「自治体計画と地方議会j年報自治体学 22号 (2009年)30頁。
17) 伊藤修一郎 f首長の戦略・マニブェストと総合計画j村松岐夫・稲継俗昭・財団
法人日本都市センター綴著『分権改革は都市行政機構を変えたか~ (第一法規， 2009 
年) 19 頁~39 頁，江藤・前掲注 16) 30頁，松井望・長野基・菊池端夫「自治体計
画をめぐる『基本構想、樹皮』の変容と多様性の展開j年報自治体学22号 (2009年)
101 頁~103 頁，西寺務也『自律自治体の形成一ーすべては財政危機との闘いからは
じまったH公人の友社， 2008年)117 頁~140 頁，同「高まる総合計画の必要性一一
総合計画とマニプエストを巡ってjガパナンス 108号 (2010年) 21 頁~23 真。
18) 一保義治「転換期における自治体総合計画の課題と展望J寄本勝美・小原隆治編
51 







照。自治基本条例については，一般的に，金井・前掲注 14) r第 l章自治基本条
例J，神原勝「自治基本条例の環論と方法j悶・前掲注 7)39 1'[~123 頁等参照。
20) 豊島・前掲注7)40貰等参照。









市センター， 2008年)。松井ほか・前掲注 17)105 1'[ ~ 107頁も参照。
25) 片山善博 rr総合計画』に頼らない『計画~J ガパナンス 108 号 (2010 年) 14頁~
15頁。
26) 松井ほか・前掲注 17)1061'[は， r大蚤参加，そして行政側への要望表明の場から
市民間の“討議"による参加jへと変化していると指摘している。
27) 清原慶子・三鷹市編『三騰が創る「自治体新時代H(ぎょうせい， 2000年)63頁~
86 頁，西尾陵「協働型市民・住民論j 武藤博己編著『分権社会と協働~ (行政， 2001 
年) 87 頁~95 頁，秋元政三・北海道町村会企画調査部『協働のまちづくり 三E雲
市の様々な取組みからJ(公人の友社， 2003年) 25 1'[~32 貰，一{傑義治 rrパート
ナーシップ協定による白紙からの市民参加方式』の検証j都市問題研究 55巻 10号
(2003年) 90 頁~108 頁，同 rrパートナーシップ協定』による市民参加方式の一考
察一一三鷹市における計酒策定の突践からJr住民参加の考え方，すすめ方~ (公織
研， 2003年) 120 頁~131 頁，同「新しい総合計画論一一三鷹市の総合計画'á:'事例
としてJ 北川正恭・燃公一郎・総合研究開発機構綴『政策研究のメソドロジー~ (法
律文化社， 2005年) 307 頁~326 真。近年の検討として，西尾隆「公募市民・市民









品格ある都市営めぎして~ (ぎょうせい， 2010年) 74 頁~77 頁，一候・前掲注 18)
「転換期における自治体総合計画の課題と展望J275 頁~281 頁，同『これからの総
合計画~ 59 頁~65 頁。
31) 明日のかまくらを?創る市民 100人会議『第3次鎌倉市総合計画次期基本計画素案
提言書~ (2004年)，鎌倉市 n明臼のかまくらを創る市民 100人会議J活動の記録』








34) 内{中英輔『自治基本条例をつくる一一「みたか市民の会J がめざしたもの~ (自治
体研究社， 2006年)，清原ほか編・前掲注 30)56 ]支~63 :&。
35) 藤沢市の討議裂(討論裂)世論調査について，海老根靖典「討論型世論調査が関
く新しい自治Jr松下政経塾講義ベストセレクション地方自治編~ (国政情報セン
ター ， 2010年) 265 頁~281 頁，曽根泰教 rr態度変化』がある討論型世論調査一一
神奈川祭藤沢市からの報告JJournalism 248号 (2011年) 36 頁~43 頁参照。
36) アンケート結果は，鎌倉市・前掲注 31)n明日のかまくらを創る市民 100人会
議j活動の記録』に掲殺されている。 2004年 12月28日から 2005年 1月末日まで




主事」篠原編・前掲注 4)179 頁~206 頁。実証的研究として， P. Fournier et al.， 













41) 牛山久仁彦 I~地域主権』で変わる『総合計画』の作り方と評価」カ、パナンス 108
号 (2010年)26夏。
42) 日本都市センター・前掲注23)136 Ji[~137 頁。
43) 江藤俊昭 f総合計画を議会運営の中心に 住民による統治のためにJガパナン
ス 108号 (2010年)28頁， 30頁，神原・前掲注22)98 Ji[。





号 (2009年) 2 頁~24 頁参照。
45) 河村市長が，公開毒事業審査の実施に関する条例とともに議会による計画修正の再
議決を違法なものとして法的に争った件に関して，斎藤誠「名古屋市議会の再議議
決に係るrP長の審査申立てに対する愛知県知事の裁定(二件，エF・成 23年 l月 14
日)J I"li合研究 87巻6号 (2011年)参照。なお，河村市長は，名古屋地裁が両事件
とも適法と判断した後(前者は名古屋地判平成 24年 1月 19日LEX/DB25480179，
後者は名古屋地特平成 24年 1月19日LEX/DB25480180)，訴えを取り下げている。
46) 神原・前掲注 22)94 Ji[ ~ 100頁，江藤俊昭『自治体議会学 議会改革の実践手
法~ (ぎようせい， 2012年) 24 頁~34 頁等参照。
〔付記1] 本稿は，自治体問題研究所「新しい時代の地方自治像研究会」におけ
る研究成果の一部である。
〔付記2J タスクの責任者である三重大学・樹神成教授の関心により，テーマの
ーっとして，総合計画策定への市民参加が設定され，鎌倉市において，当時
の兵藤芳朗副市長や職員の皆さん， 1100人会議Jの議長であった橋爪幸臣氏
や，中心的メンバーであった増田行治氏，柳下実氏からヒアリングをさせて
いただきました。ヒアリング、へのご協力にお礼を申し上げます。
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